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１．新型インフルエンザ等対策の目的及び基本的な戦略 

 

 新型インフルエンザ等の発生時期を正確に予知することは困難であり、また、その発生そのものを阻

止することは不可能である。また、世界中のどこかで新型インフルエンザ等が発生すれば、国内ひいて

は市内への侵入も避けることはできないと考えられる。 

 病原性が高くまん延のおそれのある新型インフルエンザ等が万一発生すれば、市民の生命や健康、経

済全体にも大きな影響を与えかねない。このため、新型インフルエンザ等については、長期的には、市

民の多くがり患するものであるが、患者の発生が一定の期間に偏ってしまった場合、医療提供のキャパ

シティを超えてしまうということを念頭におきつつ、新型インフルエンザ等対策を本市の危機管理に関

わる重要な課題と位置付け、次の２点を主たる目的として対策を講じていく必要がある。 

 

 １）感染拡大を可能な限り抑制し、市民の生命及び健康を保護する。 

   ・感染拡大を抑えて、流行のピークを遅らせ、医療体制の整備やワクチン製造のための時間を確

保する。 

   ・流行のピーク時の患者数等をなるべく少なくして医療体制への負荷を軽減するとともに、医療

体制の強化を図ることで、必要な患者が適切な医療を受けられるようにする。 

   ・適切な医療の提供に協力することにより、重症者数や死亡者数を減らす。 

 

 ２）市民の生活及び経済に及ぼす影響が最小となるようにする。 

   ・地域での感染対策等により、欠勤者の数を減らす。 

   ・業務継続計画の作成、実施等により、医療の提供の業務又は市民の生活及び経済の安定に寄与

する業務の維持に努める。 

 

＜対策の効果 概念図＞ 

 

Ⅱ．新型インフルエンザ等対策の実施に関する基本的な方針 
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２．新型インフルエンザ等対策の基本的考え方 

 

 新型インフルエンザ等対策は、発生の段階や状況の変化に応じて柔軟に対応していく必要があること

を念頭に置かなければならない。 

 過去のインフルエンザのパンデミックの経験等を踏まえると、一つの対策に偏重して準備を行うこと

は、大きなリスクを背負うことになりかねない。市行動計画は、病原性の高い新型インフルエンザ等へ

の対応を念頭に置きつつ、発生した感染症の特性を踏まえ、病原性が低い場合など様々な状況に対応で

きるよう、対策の選択肢を示すものである。 

 政府行動計画では、科学的知見及び各国の対策も視野に入れながら、我が国の地理的な条件、大都市

への人口集中、交通機関の発達度等の社会状況、医療体制、市民の受診行動の特徴等を考慮しつつ、各

種対策を総合的・効果的に組み合わせてバランスのとれた戦略を目指すこととしており、県行動計画も

同様な観点から対策が組み立てられている。市行動計画もこの観点を踏まえた対策を講じる。 

 具体的には、新型インフルエンザ等の発生前から流行が収まるまでの状況に応じて、次の事項を基本

とする一連の流れをもった戦略を確立する。（具体的な対策については、「Ⅲ．各段階における対策」に

記載する。） 

 

２－１ 発生前の段階 

 

 発生前の段階では、地域における医療体制の整備への協力、ワクチン接種体制の整備、市民に対する

啓発など、発生に備えた事前の準備を周到に行っておくことが重要である。 

 また、事業者や市民一人ひとりが、感染予防や感染拡大防止のための適切な行動や備蓄などの準備を

行うことが必要である。新型インフルエンザ等対策では、日頃からの手洗いなど、季節性インフルエン

ザに対する対策が基本となる。 

２－２ 世界で発生が確認された段階 

 

 世界で新型インフルエンザ等の発生が確認された段階で、直ちに、対策実施のための体制に切り替え

る。 

 新型インフルエンザ等が海外で発生した場合、病原体の国内への侵入を防ぐことは不可能であるとい

うことを前提として対策を策定することが必要である。 

 

２－３ 県内で発生が確認された段階 

 

 県内で患者が確認された当初の段階では、県が行う患者の入院措置や抗インフルエンザウイルス薬等

による治療、感染の恐れのある者の外出自粛やその者に対する抗インフルエンザウイルス薬の予防投与

の検討、病原性に応じ、不要不急の外出自粛要請や施設の使用制限に協力し、感染拡大のスピードをで

きる限り抑えることを目的とした各種の対策を講じる。 

 なお、病原性・感染力等に関する情報が限られている場合には、過去の知見等も踏まえ最も被害が大

きい場合を想定し、強力な対策を実施するが、状況の進展に応じて、必要性の低下した対策については
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その縮小・中止を図るなど見直しを行うこととする。 

 

２－４ 県内で感染が拡大した段階 

 

 県内で感染が拡大した段階では、国、県、市及び事業者等は相互に連携して、医療の確保、市民生活

の維持のために最大限の努力を行う必要がある。 

 なお、社会は緊張し、いろいろな事態が生じることも考えられる。したがって、当初の想定通りには

進まないことが考えられるため、県と協議の上、社会の状況に応じて臨機応変に対処していく必要があ

る。 

 

２－５ 市民の生命及び健康に著しく重大な被害を与えるおそれがある場合 

 

 市民の生命及び健康に著しく重大な被害を与える恐れがある場合の新型インフルエンザ等への対策は、

不要不急の外出の自粛等の要請、施設の使用制限等の要請、各事業者における業務縮小等による接触機

会の抑制など医療対応以外の感染対策と、ワクチンや抗インフルエンザウイルス薬等を含めた医療対応

を組み合わせて総合的に行うことが必要である。 

 特に、医療対応以外の感染対策については、社会全体で取り組むことにより効果が期待されるもので

あり、全ての事業者が自発的に職場における感染予防に取り組むことはもちろん、感染拡大を防止する

観点から、継続する重要業務を絞り込むなどの対策を実施することについて積極的に検討することが重

要である。 

 事業者の従業員のり患等により、一定期間、事業者のサービス提供水準が相当程度低下する可能性を

許容すべきことを市民に呼びかけることも必要である。 
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３．新型インフルエンザ等対策実施上の留意点 

 

 市は、新型インフルエンザ等発生に備え、また発生した時に、特措法その他の法令、政府行動計画、

県行動計画及び市行動計画等に基づき、国、県、指定（地方）公共機関等と相互に連携協力し、新型イ

ンフルエンザ等対策の的確かつ迅速な実施に万全を期す。この場合において、次の点に留意する。 

 

３－１ 基本的人権の尊重 

 

 市は、新型インフルエンザ等対策の実施に当たっては、基本的人権を尊重することとする。県が行う

医療関係者への医療等の実施の要請等（特措法第３１条）、不要不急の外出の自粛要請、学校、社会福祉

施設、興行場等の使用制限の要請等（特措法第４５条）、臨時の医療施設の開設のための土地等の使用（特

措法第４９条）、緊急物資の運送等（特措法第５４条）、特定物資の売渡しの要請（特措法第５５条）等

の実施に当たって、市民の権利と自由に制限を加える場合は、その制限は当該新型インフルエンザ等対

策を実施するために必要最小限のものとする。（特措法第５条） 

 具体的には、法令の根拠があることを前提として、市民に対して十分説明し、理解を得ることを基本

とする。 

 

３－２ 危機管理としての特措法の性格 

 

 特措法は、万一の場合の危機管理のための制度であって、緊急事態に備えて様々な措置を講じること

ができるよう制度設計されている。しかし、新型インフルエンザ等が発生したとしても、病原性の程度

や、抗インフルエンザウイルス薬等の対策が有効であることなどにより、新型インフルエンザ等緊急事

態の措置を講ずる必要がないこともあり得ると考えられ、どのような場合でもこれらの措置を講じると

いうものではないことに留意する。 

 

３－３ 関係機関相互の連携協力の確保 

 

 由布市新型インフルエンザ等対策本部（特措法第３４条）は、政府対策本部（特措法第１５条）及び

大分県新型インフルエンザ等対策本部（特措法第２２条。以下「県対策本部」という。）と相互に緊密な

連携を図りつつ、新型インフルエンザ等対策を総合的に推進する。 

 市対策本部長は、特に必要があると認める場合には、県対策本部長に対し、新型インフルエンザ等対

策に関する総合調整を行うよう要請する（特措法第３６条第２項）。 

 

３－４ 記録の作成・保存 

 

 市対策本部長は、新型インフルエンザ等が発生した段階で、市対策本部における新型インフルエンザ

等対策の実施に係る記録を作成し、保存し、公表する。 
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４．新型インフルエンザ等発生時の被害想定等 

 

４－１ 新型インフルエンザ等発生時の被害想定 

 

 新型インフルエンザは、発熱、咳といった初期症状や飛沫感染、接触感染が主な感染経路と推測され

るなど、基本的にはインフルエンザ共通の特徴を有していると考えられるが、鳥インフルエンザ（H5N1）

等に由来する病原性の高い新型インフルエンザの場合には、高い致命率となり、甚大な健康被害が引き

起こされることが懸念される。 

 市行動計画の策定に当たっては、有効な対策を考える上で、被害想定として、患者数等の流行規模に

関する数値を置くが、実際に新型インフルエンザが発生した場合、これらの想定を超える事態も、下回

る事態もあり得るということを念頭に置いて対策を検討することが重要である。 

 新型インフルエンザ等の流行規模は、病原体側の要因（出現した病原体の病原性や感染力等）や宿主

側の要因（人の免疫の状態等）、社会環境など多くの要素に左右される。また、病原性についても高いも

のから低いものまで様々な場合があり得、その発生の時期も含め、事前にこれらを正確に予測すること

は不可能である。 

 市行動計画を策定するに当たっては、政府行動計画及び県行動計画において想定される流行規模に関

する数値を置き、対策を検討していくこととする。 

 

 流行規模及び被害想定 

全人口の２５％がり患すると想定した場合の医療機関を受診する患者数の推計 

医療機関を受診する患

者数 

全 国 県 内 市 内 

1,300 万人～2,500 万人 12 万人～23 万人 3,552 人～6,808 人 

入院患者数 
中等度 重度 中等度 重度 中等度 重度 

53 万人 200 万人 5,000 人 19,000 人 148 人 562 人 

１日最大入院患者数 10.1 万人 39.9 万人 940 人 3,700 人 27 人 109 人 

死亡者数 
中等度 重度 中等度 重度 中等度 重度 

17 万人 64 万人 1,600 人 6,000 人 47 人 177 人 

（米国疾病管理センター推計モデルに基づき推計） 

 

・全人口の 25％が新型インフルエンザにり患すると想定した場合、医療機関を受診する患者数は、全国

で約 1,300 万人～2,500 万人、本市では 3,552 人～6,808 人と推計する。 

・入院患者数及び死亡者数については、この推計の上限値である約 2,500 万人を基に、過去に世界で大

流行したインフルエンザのデータを使用し、アジアインフルエンザ等のデータを参考に中等度（致命

率 0.53％）、スペインインフルエンザのデータを重度（致命率 2.0％）として、中等度の場合、全国で

は、入院患者数の上限は約 53 万人、死亡者数の上限は約 17 万人となり、重度の場合では、入院患者

数の上限は約 200 万人、死亡者数の上限は約 64万人と推計され、本市では、中等度の場合、入院患者

数の上限は 148 人、死亡者数の上限は 47 人となり、重度の場合では、入院患者数の上限は 562 人、死

亡者数の上限は 177 人と推計される。 
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・全人口の 25％がり患し、流行が各地域で約８週間続くという仮定の下での入院患者の発生分布の試算

を行ったところ、全国では、中等度の場合、１日当たりの最大入院患者数は 10.1 万人（流行発生から

５週目）、重度の場合、１日当たりの最大入院患者数は約 39.9 万人と推計され、本市では、中等度の

場合、１日当たりの最大入院患者数は 27 人（流行発生から５週目）、重度の場合、１日当たりの最大

入院患者数は 109 人と推計される。 

・なお、これらの推計に当たっては、新型インフルエンザワクチンや抗インフルエンザウイルス薬等に

よる介入の影響（効果）、現在の我が国の医療体制、衛生状況等を一切考慮していないことに留意する

必要がある。 

・被害想定については、現時点においても多くの議論があり、科学的知見が十分とは言えないことから、

国においては引き続き最新の科学的知見の収集に努め、必要に応じて見直しを行うこととしている。 

・なお、未知の感染症である新感染症については、被害を想定することは困難であるが、新感染症の中

で全国的かつ急速なまん延のおそれのあるものは新型インフルエンザと同様に社会的影響が大きく、

国家の危機管理として対応する必要があり、併せて特措法の対象となったところである。そのため、

新型インフルエンザ等感染症の発生を前提とした被害想定を参考に新感染症も含めた対策を検討・実

施することとなる。このため、今までの知見に基づき飛沫感染・接触感染への対策を基本としつつも、

空気感染も念頭に置く必要がある。 

 

４－２ 新型インフルエンザ等発生時の社会への影響 

 

 新型インフルエンザ等による社会への影響の想定には多くの議論があるが、以下のような影響が一つ

の例として想定される。 

 ・市民の 25％が、流行期間（約８週間）にピークを作りながら順次り患する。り患者は１週間から１

０日間程度り患し、欠勤する。り患した従業員の大部分は、一定の欠勤期間後、治癒し（免疫を得

て）、職場に復帰する。 

 ・ピーク時（約２週間）に従業員が発症して欠勤する割合は、多く見積もっても 5％程度と考えられる

が、従業員自身のり患のほか、むしろ家族の世話、看護等（学校・保育施設等の臨時休業や、一部

の福祉サービスの縮小、家庭での療養などによる）のため、出勤が困難となる者、不安により出勤

しない者がいることを見込み、ピーク時（約２週間）には従業員の最大 40％程度が欠勤するケース

が想定される。 
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５．対策推進のための役割分担 

 

５－１ 国の役割 

 

国は、新型インフルエンザ等が発生したときは、自ら新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実

施し、地方公共団体及び指定（地方）公共機関が実施する新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に

支援することにより、国全体として万全の態勢を整備する責務を有する（特措法第３条第１項）。 

また、国は、新型インフルエンザ等及びこれに係るワクチンその他の医薬品の調査・研究の推進に努

める（特措法第３条第２項）とともに、ＷＨＯその他の国際機関及びアジア諸国その他の諸外国との国

際的な連携を確保し、新型インフルエンザ等に関する調査及び研究に係る国際協力の推進に努める（特

措法第３条第３項）。 

そのうえで、新型インフルエンザ等の発生時には、政府対策本部の下で基本的対処方針を決定し（特

措法第１８条第１項）、対策を強力に推進する。 

その際、国は、医学・公衆衛生等の専門家を中心とした学識経験者の意見を聴きつつ、対策を進める。 

 

５－２ 地方公共団体の役割 

 

 地方公共団体は、新型インフルエンザ等が発生したときは、政府の基本的対処方針に基づき、自らの

区域に係る新型インフルエンザ等対策を的確かつ迅速に実施し、区域において関係機関が実施する新型

インフルエンザ等対策を総合的に推進する責務を有する（特措法第３条第４項）。 

 

  【県の役割】 

    県は、特措法及び感染症法に基づく措置の実施主体としての中心的な役割を担っており、基本

的対処方針に基づき、地域医療体制の確保やまん延防止に関し的確な判断と対応が求められる。 

  【市の役割】 

    市は、市民に最も近い行政単位であり、市民に対するワクチンの接種や、市民の生活支援、新

型インフルエンザ等発生時の要援護者への支援に関し、政府対策本部の基本的対処方針に基づき、

的確に対策を実施する。対策の実施に当たっては、県や近隣の市町村と緊密な連携を図る。 

 

５－３ 医療機関の役割 

 

新型インフルエンザ等による健康被害を最小限にとどめる観点から、医療機関は、新型インフルエン

ザ等の発生前から、地域医療体制の確保のため、新型インフルエンザ等患者を診療するための院内感染

対策や必要となる医療資器材の確保等の準備を推進することが求められる。また、新型インフルエンザ

等の発生時においても医療提供を確保するため、新型インフルエンザ等患者の診療体制を含めた、診療

継続計画の策定及び地域における医療連携体制の整備を進めることが重要である。 

医療機関は、診療継続計画に基づき、地域の医療機関が連携して発生状況に応じて、新型インフルエ

ンザ等患者の診療体制の強化を含め、医療を提供するよう努める。 
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５－４ 指定（地方）公共機関の役割 

 

 指定（地方）公共機関は、新型インフルエンザ等が発生したときは、特措法第３条第５項に基づき、

新型インフルエンザ等対策を実施する責務を有する。 

 ・指定公共機関：独立行政法人、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会その他公共的機関及び医療、

医薬品又は医療機器の製造又は販売、電気又はガスの供給、輸送、通信その他の公益的事業を営む

法人で、政令で定めるもの。 

 ・指定地方公共機関：都道府県の区域において、医療、医薬品又は医療機器の製造又は販売、電気又

はガスの供給、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人、地方道路公社その他の公共的施設を管

理する法人及び地方独立行政法人のうち、指定公共機関以外のもので、あらかじめ当該法人の意見

を聴いて知事が指定するもの。 

 

５－５ 登録事業者の役割 

 

 特措法第２８条に規定する特定接種の対象となる医療の提供の業務又は市民生活及び経済の安定に寄

与する業務を行う事業者については、新型インフルエンザ等の発生時においても最低限の市民生活を維

持する観点から、それぞれの社会的使命を果たすことができるよう、新型インフルエンザ等の発生前か

ら、職場における感染対策の実施や重要業務の業務継続などの準備を積極的に行うことが重要である。 

 新型インフルエンザ等の発生時には、その活動を継続するよう努める（特措法第４条第３項）。 

 

 

５－６ 一般事業者の役割 

 

 事業者については、新型インフルエンザ等の発生時に備えて、職場における感染対策を行うことが求

められる。 

 市民の生命及び健康に著しく重大な被害を与えるおそれのある新型インフルエンザ等の発生時には、

感染防止の観点から、一部の事業を縮小することが望まれる。特に多数の者が集まる事業を行う者につ

いては、感染防止のための措置の徹底が求められる。 

 

５－７ 市民の役割 

 

 新型インフルエンザ等の発生前から、新型インフルエンザ等に関する情報や発生時にとるべき行動な

どその対策に関する知識を得るとともに、季節性インフルエンザにおいても行っている、マスク着用・

咳エチケット・手洗い・うがい等の個人レベルでの感染対策を実践するよう努める。また、発生時に備

えて、個人レベルにおいても食料品・生活必需品等の備蓄を行うよう努める。 

 新型インフルエンザ等の発生時には、発生の状況や予防接種など実施されている対策等についての情

報を得て、感染拡大を抑えるための個人レベルでの対策を実施するよう努める。 


